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研究要旨 

目的：本研究の目的は、都道府県・二次医療圏域で実施する地域・職域連携推進事業の地域

課題の明確化及び活性化につなげるための、連携推進プログラム（地域・職域連携推進事業

活性化ツール及び運用マニュアルを含む地域・職域連携推進事業ハンドブック）を作成する

ことであった。 

方法：全国関係機関への質問紙調査及び聞き取り調査を行い、連携事業の推進要因を明らか

にし、好事例の抽出、健康課題明確化ツール、連携事業開発ツール、評価構築シート（3 つ

を合わせて活性化ツール）を開発し、実証研究を行った。特に今年度は８地域・職域連携推

進協議会の参画を得て、集合研修及び個別の支援を行うことで、各ツールの活用可能性及び

協議会の運営を活性化させるための工夫を実践的に実施した。 

結果：地域・職域連携推進協議会運営の入り口となる、これまでの協議会運営を評価するた

めのプロセス評価シートを作成した。そのシートに対して、2017 年度に実施した二次医療

圏域保健所の調査及び労働基準監督署などの調査結果をもとに、協議会の課題を全国レベル

でのデータから評価した。その結果、地域の働く人の健康課題の特定の段階が不十分である

こと、また協議会構成員が地域・職域連携推進協議会の事業に主体的に活動できていないこ

と 

（別添 ３） 
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Ⅰ．本研究の目的 

本研究の目的は、都道府県・二次医療圏域

で実施する地域・職域連携推進事業の地域

課題の明確化及び活性化につなげるための、

連携推進プログラム（地域・職域連携推進事

業活性化ツール及び運用マニュアルを含む

地域・職域連携推進事業ハンドブック）を作

成することであった。 

2019 年度は主に健康課題明確化ツール、

連携事業開発ツール、評価構築シートの見

直し及び８二次医療圏域保健所を対象とし

たアクションリサーチによる実証研究を行

うことにより、地域・職域連携推進事業ハン

ドブックの作成に当たった。下記に、本年度

の主な取り組みを報告する。 

 

Ⅱ．地域・職域連携推進協議会の展開上の課

題 

二次医療圏保健所調査及び労働基準監督署

の調査結果から：プロセス評価指標の活用 

目的：本調査の目的は、全国で展開されてい

る地域・職域連携推進協議会の展開上の課

題を明らかにすることである。 

方法：2017 年度に実施した二次医療圏保健

所と労働基準監督署の地域・職域連携協議

会等（以下、協議会）の実施状況を調査した

結果を、本研究班でまとめたプロセス評価

シートの各項目に当てはめて分析した。二

とが明らかとなった。また、2019 年 9 月に地域・職域連携推進事業ガイドラインが改定さ

れたことに伴い、健康課題明確化ツール、連携事業開発ツール、評価構築シートをガイドラ

インと整合性をとるような形で整理した。 

 地域・職域連携推進協議の活性化に向けた方法の提案として後期集合研修の内容と研究

班で検討し、実施した。後期集合研修では、PDCA サイクルの Check & Act の段階に注目

した動画の作成や、データの活用、健康経営の考え方の活用などについての内容を取り入れ

た。モデル事業者からは大いに参考になるという意見が多かった。 

 また、地域・職域連携推進協議会事務局への個別支援の実施状況も取りまとめ、その経過

をハンドブック Ver.2 に掲載した。8 モデル事業者において、取り組みが進んだ推進要因と

して挙がったキーワードは、ワーキンググループでの検討、わかりやすい情報提供、市町村

と協働した事業展開、事務局担当者の調整機能、会議開催前の準備と仕掛け、キーパーソン

の活用、中長期目標・行動計画の設定、庁内関係部署との連携であった。 

結論：2017 年度から 2019 年度において取り組んできたこと及び、健康課題明確化ツール、

連携事業開発ツール、評価構築シート（活性化ツール）、聞き取り事例の紹介、モデル事業

者の取り組み状況などの実例を取り入れ、ハンドブック、活性化ツール（エクセル）と評価

場面の動画を入れた DVD を添付した、３分冊となる地域・職域連携推進事業ハンドブック

を作成した。モデル事業者を対象とした集合研修や個別指導は好評であり、ワーキングや協

議会で活用されたが、本研究班の関わりは 1 年間であり、活性化ツールなどが協議会運営

に及ぼす影響などは 3 年間程度の中期的評価が必要であることから、今後、引き続き検討

が必要である。 
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次医療圏域保健所の調査結果では 256 件よ

り回答があり、そのうち地域・職域連携推進

協議会を持っていると回答した 226 件を分

母として考えた。また、労働基準監督署は

306 件の回答があり、そのうち、調査時点で

地域・職域連携協議会に委員として参画し

ていると回答した 209 件を分母として割合

を算出した。 

結果：地域・職域連携推進事業を展開する最

初のステップで、二次医療圏域では約 4 分

の１が地域の健康課題が明確にできていな

いという状況であった。また労働基準監督

署の回答も「協議会が取り組むべき健康課

題の明確化」に課題があるとしたものが約

4 分の 1 であった。また、活動目標に具体

的な数値目標が記されているのは 1 か所の

みであり、方向性が書かれているところが

多かった。次に、実施上の留意事項について

は、労働基準監督署の回答では「役割が明確

になっているか」という問いに対して、でき

ていない、あまりできていないが約 4 分の

1 であり、「参加するメリットを感じている

か」では、全く感じない、あまり感じないが

併せて 40％を超えていた。 

さらに、評価の実施の項目では、目標に対し

て何らかの評価をしていたのは約90％であ

ったが、その内容としては、「あまり達成で

きなかった」と「達成できなかった」とを併

せて 38％であった。 

結論：課題を明確にし、それに応じた事業展

開と評価を行うというPDCAの一連のサイ

クルの入り口で問題があり、それが後のス

テップに影響していることが推察された。

また、協議会を効果的に進めるため、事務局

は参加者が共通に取り組むべき課題と協議

会に参加するメリットを感じることができ

るような工夫を講じる必要があると言えよ

う。 

 

Ⅲ．地域・職域連携推進事業活性化ツールの

再考と修正 

目的：地域・職域連携推進協議会の事務局が

活用することにより、地域・職域連携推進事

業の展開に関するヒントを得ることができ

るツールとして、地域・職域連携事業活性化

ツール（以下、活性化ツール）を開発した。

活性化ツールは地域・職域連携推進協議会

（以下、協議会）で取り組むべきテーマを明

確にする課題明確化ツールと課題に対する

事業を開発していくための連携事業開発ツ

ールから構成されている。2018 年度に開発

した活性化ツールは問題ものを、研究班会

議で検討し、2019 年度に活性化ツール公開

版版を開発した。 

方法：活性化ツールの開発については、2017

年に実施した質問紙調査及び 13 協議会へ

の聞き取り調査結果を参考に、これまでに

地域・職域連携推進事業に関わってきた研

究分担者間のディスカッションでその内容

を構築していった。2019 年 9 月に発出され

た地域・職域連携推進ガイドラインの改訂

（以下、ガイドライン改訂版）を受けて整合

性をとることと、評価のシートについて検

討した。 

結果と考察：ガイドライン改訂版では、取り

組み事例の中に「治療と仕事の両立支援」を

取り入れていた。2018 年度版では糖尿病の

重症化予防及び高血圧・循環器疾患の重症

化予防は入れていたが、「治療と仕事の両立

支援」としては入っていなかったので、それ

を加えて構成した。活性化ツールは 6 目的

群、17 目的を柱とし、目的・ターゲット・
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連携先を選択することで、具体的な事業例

と評価項目例が提示される構成とした。さ

らに、評価シートを追加した。評価シートは

事業ごとにエンドポイント、アウトカム評

価、アウトプット評価、年度の総合評価、次

年度に向けての見直しが記載できるように

し、評価をすることで次年度の事業につな

がるように工夫した。モデル事業者の事業

を取り上げて記入例を示した。 

結論：「治療と仕事の両立支援」の事業例の

収集が今後必要である。2019 年度は Covid-

19 の流行により年度末の地域・職域連携推

進協議会が書面会議や開催延期となったと

ころも多く、モデル事業者に評価シートの

活用した感想を聞くことができなかったた

め、事務局サイドの感想は今後収集してい

く必要がある。 

 

Ⅳ．地域・職域連携推進協議の活性化に向け

た方法の検討：後期集合研修の実施内容と

その評価 

目的：地域・職域連携推進協議会(以下、協

議会)の構成員が、協議会への参加のメリッ

トを感じ、主体的に取り組んでもらうため

の方策を協議会の事務局が獲得していくこ

と必要である。そこで、本研究班のモデル事

業者を対象に集合研修において、協議会の

運営活性化に有効と思われるツール、講義、

技術を提示することとした。本稿では、モデ

ル事業者に対して実施した後期の集合研修

の内容を提示し、参加したモデル事業者の

評価から、提示したツール、講義、技術など

の有用性を評価することを目的とした。 

方法：集合研修に提示した内容は PDCA の

中でも C&A の進め方に着目した講義とビ

デオ、データの活用の仕方、見せ方に関する

講義、小規模事業所における健康経営に関

する講義を中心に、地域・職域連携推進ガイ

ドライン改訂に関する解説、「労働衛生のし

おり」に関する解説、及び参加者間の情報交

換とした。 

結果とまとめ：後期研修で取り入れた内容

はいずれも「やや参考になった」「とても参

考になった」が 100％であり、好評であっ

た。初期研修で実施した事項（2018 年度報

告書）についても好評であり、実際に今回の

モデル事業者が主催する協議会のワーキン

グや協議会でも使用されていたことより、

前期及び後期集合研修で提案した内容やツ

ールは協議会の事務局が活用すると参加者

の主体的な取り組みにつなげることができ

る内容であったといえよう。今後は、これら

の教材や知識を広く公開し、活用していた

だけるようにすることが必要である。 

 

Ⅴ．地域・職域連携推進協議会事務局への個

別支援の展開 

目的：地域・職域連携推進協議会の事務局を

対象に、本研究班の研究分担者と研究協力

者が集合研修及び個別の支援を行いながら、

本研究班で開発した地域・職域連携事業活

性化ツール等を活用することにより、協議

会のプロセスがどのように進展していくの

か、またその進展の要因を明らかにするこ

とを目的とした。 

方法：究デザインはアクションリサーチと

した。2018 年に 8 つの保健所が本研究班の

モデル事業への参加を決定した（以下、モデ

ル事業者）。モデル事業者には 2019 年 2 月

に初期の集合研修と 2019 年 10 月に後期の

集合研修を行った。個別の支援については

1 保健所に 2 人以上の学識経験者などを配
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置し、お互いに訪問するなどの活動を 1 か

所につき、2 回以上行う過程で、その経過を

記録した。 

結果と考察：8 つの各協議会が取り組んだ

テーマは、生活習慣病予防（高血圧）2か所、

生活習慣病予防（糖尿病）2 か所、受動喫煙

防止対策が 2 か所、小規模事業所の健康経

営推進が 1 か所、がん検診の受診率向上が

1 か所であった。 

また、取り組みが進んだ推進要因として挙

がったキーワードは、ワーキンググループ

での検討、わかりやすい情報提供、市町村と

協働した事業展開、事務局担当者の調整機

能、会議開催前の準備と仕掛け、キーパーソ

ンの活用、中長期目標・行動計画の設定、庁

内関係部署との連携であった。 

結論：ワーキング（作業部会）等の組織が協

議会にあることや、それらの構成員の中で

話し合いが活発に行われることが、当事者

意識を生み、次に具体的な活動につながっ

ていた。また、この準備段階に事務局側の工

夫が必要であることも明らかであった。さ

らに、データなどから地域の健康課題を特

定する段階や評価指標を検討する段階に学

識経験者のアドバイスがあると効果的であ

ることが示唆された。 

 

Ⅵ．地域・職域連携推進事業ハンドブック公

開版の作成 

目的：本稿では、地域・職域連携推進事業の

事務局を担い、地域・職域連携推進協議会

（以下、協議会）を開催する二次医療圏保健

所を対象とし、協議会運営の活性化を図る

ためのツールの開発や、運営活性化のため

の工夫や方法をハンドブック公開版として

提案する。 

方法：ハンドブック公開版の開発は、第１段

階として、2017 年度に行った地域・職域連

携推進協議会関係機関に対する全国的な調

査、及び 13 保健所への聞き取り調査である。

第２段階として「地域・職域連携推進事業活

性化ツール」（以下、活性化ツール）を開発

した。第 3 段階として、2018 年度から 2019

年度にかけて 8 二次医療圏保健所をモデル

事業者とした支援事業がある。アクション

リサーチで研究メンバーやモデル事業者と

の意見交換のプロセスで進め、協議会運営

の活性化につながる事柄を地域・職域連携

推進事業ハンドブックとしてまとめた。 

結果と考察： 本ハンドブックは３冊構成と

した。ハンドブック Ver.１は 2017 年に行

った協議会の関係機関への全国調査及び協

議会への聞き取り調査を基に作成した。「地

域・職域連携推進ガイドライン」（以下、ガ

イドライン）が 2019 年に改訂される前に作

成したため、旧ガイドラインに基づいて記

載されている部分もある。ハンドブックVer.

２は 8 モデル事業での集合研修の資料を中

心に、モデル事業に協力・参加した 8 保健

所の協議会の活動を掲載した。ハンドブッ

ク Ver.3（ツール集）は汎用ソフトのエクセ

ルで作成した課題明確化ツールと連携事業

開発ツールについて説明した。課題明確化

ツールは協議会が管轄する地域の健康課題

を明らかにするためのツールである。連携

事業開発ツールは、自分の地域の健康課題

が特定できた際に、具体的に地域や職域の

どの機関と連携した活動や評価指標の設定、

評価を行うツールである。 

結論：協議会運営の活性化を図るためのツ

ールの開発や、事務局を対象とした集合研

修などを行うことによって運営活性化のた
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めのハンドブック公開版（3 分冊）を作成し

た。各地域の協議会は進展しているところ、

再構築が必要なところなど様々なレベルが

ある。ハンドブックはレベルに応じた有用

性があると考えられるが、その点について

は、今後の検討が必要である。 

 


